
Ｐ－ １

政府筋動向

社）ＳＣＣＣリアルタイム経営推進協議会

兼子 邦彦

２０２５年 １月２１日



２．ＱＲコード伝票の標準化

Ｐ－ ２

１．中企庁金融課の活動



Ｐ－ ３

１．中企庁金融課の活動



Ｐ－ ４



Ｐ－ ５

倒産を予測して未然に防ぐ！



Ｐ－ ６

その為には中小企業のＤＸ／ＩＴ化が必要！



Ｐ－ ７

受発注から請求・支払・入金（ＥＤＩ）



Ｐ－ ８

研究会で「モニタリング」を議論



Ｐ－ ９

中小企業約３８０万社全てに「中小企業
共通ＥＤＩ」の導入は不可能！

零細企業でもＱＲ伝票「品番・数量・単価・
金額・納期」で「予兆管理（受注実績）」が
可能！

倒産リスクは零細企業の方が大きい！

中企庁金融課（上田大晃課長補佐）へ提案



ＤＡＤＣアーキテクチャ

＜既存ＥＤＩ＞

対象：約３８０万社

・業界標準ＥＤＩ
・中小企業共通ＥＤＩ
・個別ＥＤＩ

対象：約数万社

ＺＥＤＩ

Peppol

・電話
・紙伝票

・FAX

・メール
（ＰＤＦ）
（Ｅｘｃｅｌ）

（小規模・零細企業）
デジタル化へ

Ａ

Ｂ
標準伝票等へ

標準伝票等から
デジタル化へ

Ｃ

ＤＡＤＣアーキテクチャ仕様

「ＱＲ標準伝票（Ｅｘｃｅｌ）」等

（目標：５割）

（残：５割）

（将来目標：３割）

（大規模・中堅企業）

＊ＱＲにより部分的に電子化が可能。

仕様

仕様

仕様

仕
様

（最終残
：２割）

第三者
利活用

仕様

「ＤＡＤＣアーキテクチャ構築と中小企業約３８０万社の電子化対応」

中小企業共通
ＥＤＩの普及

Ａ

Ｂ

Ａ：一部電子処理

Ｐ－１０



Ｐ－１１

２．ＱＲコード伝票の標準化



・日本商工会議所（インボイス反対）
・経済産業省：産業資金課
・日本銀行
・流通システム開発センター（インボイス反対）
・財務省
・キャッシュレス推進協議会（ＢtoＣ）
・経済産業省：中小企業庁（意見交換会）
・ビジネス機械・情報システム産業協会 （JBMIA ）
・経済産業省物流企画室
・日本税理士会（インボイス反対）
・国会議員 ・・・・等

２０１９年：岸田先生と「ＱＲコード請求書」をＰＲ

Ｐ－１２



この「ＱＲコード請求書」で説明
Ｐ－１３



Ｐ－１４

①日本商工会議所

インボイスに反対なので、その対応策
「ＱＲコード請求書」には協力出来ない！



Ｐ－１５

②流通システム開発センター（ＧＳ１ Ｊａｐａｎ）

日本商工会議所と同様に、インボイスに反対
なので、その対応策には協力出来ない！



Ｐ－１６

現在、検討は可能であるが費用が発生する！



ＢｔｏＣ用（キャッシュレス決済用）

③キャッシュレス推進協議会

ＢｔｏＢ用は未定。

Ｐ－１７



④経済産業省：中小企業庁（意見交換会）
Ｐ－１８



Ｐ－１９



Ｐ－２０

⑤一般社団法人 ビジネス機械・
情報システム産業協会 （JBMIA ）

ＱＲコードが大きすぎ利用できない！
現在は、請求書のみとなっている。



Ｐ－２１



Ｐ－２２



Ｐ－２３

ＱＲコードが大きすぎ利用できない！



Ｐ－２４

ＱＲコードが大きすぎ利用できない！



Ｐ－２５

ＱＲ標準は「請求書」のみ！



ＱＲ標準は「請求書」のみ！

Ｐ－２６



Ｐ－２７



Ｐ－２８

その後の活動



ＩＰＡ／ＤＡＤＣ

「契約決済プロジェクト」

２０２２年５月

①

（リファレンスモデルに「QRコード読込」を追加）

Ｐ－２９



Ｐ－３０



Ｐ－３１



ＤＡＤＣアーキテクチャ

＜既存ＥＤＩ＞

対象：約３８０万社

・業界標準ＥＤＩ
・中小企業共通ＥＤＩ
・個別ＥＤＩ

対象：約数万社
ＺＥＤＩ

Peppol

・電話
・紙伝票

・FAX

・メール
（ＰＤＦ）
（Ｅｘｃｅｌ）

（小規模・零細企業）
デジタル化へ

Ａ

Ｂ
標準伝票等へ

標準伝票等から
デジタル化へＣ

ＤＡＤＣアーキテクチャ仕様

「ＱＲ標準伝票（Ｅｘｃｅｌ）」等

（目標：５割）

（残：５割）

（将来目標：３割）

（大規模・中堅企業）

＊ＱＲにより部分的に電子化が可能。

仕様

仕様

仕様

仕
様

（最終残
：２割）

第三者
利活用

仕様

中小企業共通
ＥＤＩの普及

Ａ

Ｂ

Ａ：一部電子処理

Ｐ－３２「ＤＡＤＣアーキテクチャ構築と中小企業約３８０万社の電子化対応」



２０２２年２月１８日（金）１５時～１６時

籾田 ＤＡＤＣ 契約・決済プロジェクト リーダ

大久保 ＤＡＤＣ 契約・決済プロジェクト マネージャ

田澤 経済産業省情報経済課 係長 等

岸田賢次 ＳＣＣＣ協議会 理事（岸田方式開発）

河田 信 ＳＣＣＣ協議会 副理事長

野村政弘 ＳＣＣＣ協議会 相談員（ＱＲコード開発）

伊原栄一 ＳＣＣＣ協議会 理事（ＥＤＩ方式開発）

兼子邦彦 ＳＣＣＣ協議会 理事長 等

DADC/経産省/ SCCC協議会合同会議を開催

＜参考資料＞

Ｐ－３３



Ｐ－３４



Ｐ－３５

ＳＣＣＣ協議会から「ＤＡＤＣ」へ提案し、
リファレンスモデルに「ＱＲコード読込」が追加された。



Ｐ－３６

デジタル庁

テクノロジーベースの規制改革

②

（テクノロジーマップに「ＱＲコード」を追加）

２０２４年２月 ６日



Ｐ－３７



Ｐ－３８

テクノロジーマップ



「ＯＣＲ」しか無いので「ＱＲコード」の追加を依頼（兼子）。

Ｐ－３９



デジタル庁_山口 心 2月6日 11:09
社）SCCCリアルタイム経営推進協議会 兼子様

お世話になっております。
デジタル庁デジタル法制推進担当の山口です。
テクノロジーマップの技術ラベルへの技術の追加のご
示唆につきまして、ご連絡いただき有難うございます。
（中略）
「契約・取引・決裁」の関係では、金融商品取引法に
おいて、「目論見書等の交付方法を原則書面交付か
ら原則デジタル交付へ転換して欲しい。」との要望を
いただいており、書面に併せて目論見書等の電子版
へのリンクをQRコードで提供することも一事例となり
得ると考えております。

Ｐ－４０



Ｐ－４１

詳細版に「ＱＲコード」が追加された!



日本商工会議所

「政策提言」

２０２４年４月１８日

③

（「ＱＲコード活用の標準化」を提案）

Ｐ－４２



Ｐ－４３



松島先生の依頼により
「ＱＲコード活用の標準化」を提案（兼子）

Ｐ－４４



「ＱＲコード活用の標準化」（フロー・伝票等を提供）
Ｐ－４５



Ｐ－４６



Ｐ－４７

他団体に「ＱＲコード伝票の標準化」を
要望しても、費用・時間が掛かる。

そこで、ＳＣＣＣ協議会が「ＳＣＣＣ規格
（工場・事務所で利用する書類のＱＲ
データ規格）」作成する。

＜今後の進め方＞



Ｐ－４８

ＱＲ発注書

ＱＲ納品書

ＱＲ受領書

ＱＲ請求書

ＳＣＣＣ規格
工場・事務所で利用する書類

のＱＲデータ規格

社）ＳＣＣＣリアルタイム経営推進協議会

２０２５年ＸＸ月ＸＸ日

ＱＲＸＸＸ書
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